
第３号様式（第９条関係） 

特定施設新築等（変更）協議申請書 
                                     令和○年 ○月 ○○日 
 三 重 県 知 事 宛て 
 
                       住  所 ○○県 ○○市 ○○町 ○○番地 
                  申 請 者 
                       氏  名 株式会社 ○○ 

                            代表取締役 ○○ ○○ 

法人にあっては、主な事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名 

                                                   
                       電話番号 ○○○（ ○○○ ）○○○○ 
 
 三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例第21条第１項の規定により、次のとおり関係書
類を添付して（変更）協議申請します。 
 

施 設 の 名 称  ○○病院 

 施設の所在地  三重県○○市○○町○○番地 

 施設の主要用途  医療施設 

 工 事 種 別   新築 ・ 新設 ・ 増築 ・ 改築 ・ 用途の変更 ・ その他(      ) 

 施 
 
 
 設 
 
 
 の 
 
 概 
 
 
 要 

機
関
の
施
設 

 
 

 

建
築
物
又
は
公
共
交
通 

 敷地 面積        ○,○○○ ㎡  申 請 棟 数        １ 棟 

   施設の用途   新築等の部分    既存の部分   合    計  階 数 
   地上 2 階 
   地下   階 
 
 構 造 
         鉄骨造 

病院 
薬局 

 
   合   計 

１５００(㎡) 
１５０ 

 
１６５０ 

 

１０００(㎡) 
    ０ 
 
１０００ 

２５００(㎡) 
      １５０ 
 

２６５０ 

 道公 
 路園 
 又等 
 は 

 

 工事予定期間     令和○年 ○月 ○○日 から 令和○年 ○月 ○○日 まで 

 設  計  者  の 
 住所及び氏名 

 (  一級 )建築士 大臣・知事         登録 第 ○○○○○○ 号 
 ○○県 ○○市 ○○町 ○○番地  ○○ ○○ 
                電話番号 ○○○（ ○○○ ）○○○○ 

工事施工者の
住所及び氏名 

 建設業登録 ○○県 大臣・知事         登録 第 ○○○○○○ 号 
○○県 ○○市 ○○町 ○○番地  株式会社○○ 代表取締役 ○○ ○○ 

                電話番号 ○○○（ ○○○ ）○○○○ 

 
 ※ 受  付 欄 

 

 
 備 考 変更協議の場合は、変更前及び変更後の整備内容を別紙に記入し添付してください。 
 
  担当者の連絡先 
   氏    名  ○○ ○○ 
   事務所の名称  一級建築士事務所 ○○○○ 
   所  在  地  ○○県 ○○市 ○○町 ○○番地 
   電 話 番 号   ○○○（ ○○○ ）○○○○  FAX番号  ○○○（ ○○○ ）○○○○ 

（記）当初申請の場合は、「（変更）」を削除 

変更申請の場合は、「（ ）括弧」を削除 

（記）国、地方公共団体等が実施する場合は、 

「特定施設新築等通知書（第６号様式）」 

（本記載例は第６号様式も共通） 

記 載 例 

（記）最も大きい床面積を有する用途を記入 

（マ）事前協議の要否については５ページ参照 

（Q）A-2から A-５、E公共的施設の用途、 

   F用途面積の考え方 参照 

（記）不備事項を電子メールで送付希望の場合、 

メールアドレスも併記 

（Q）委任状は不要 A-6参照 

（記）提出は「事前」 

（確認申請前、遅くとも着工前） 

（Q）A-1参照 

整備マニュアル、質疑応答集があります 

参照ページを記載していますので、随時参照ください 

（記）○施設の用途を記入 

○複数の用途がある場合は、全ての用途を記入し、用途ごとに床面積を記入 

○合計を記入 

○面積は、建築基準法による用途上不可分な建物の延べ面積で、倉庫、機械室など、

普段、不特定多数又は主として障がい者、高齢者等が利用しない部分も含む 

（記）大規模な修繕や大規模な模様替の

場合、（ ）内にその旨記入 

（Q）増築で適合が必要な部分について

は、D-1参照 

(記)適合表記載内容の注意点 

(図)図面に明示が必要な事項 

(マ)整備マニュアル参照ページ 

(Ｑ)質疑応答集の参照項 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

第2号様式（その１）（第7条関係）

公共的施設
（特定施設）

の所在地
鉄骨 造 地上 2階

地下  階
2,650 ㎡

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定欄

(有効幅員) 適 否
90 ㎝

(開閉方法) 適 否
引分け戸（自動）、
前後の床は水平

(段差処理) 適 否
段差1cm、すりつけ処理

(有効幅員) 適 否
㎝

(開閉方法) 適 否

(段差処理) 適 否

(有効幅員) 適 否
80 ㎝

(開閉方法) 適 否
引き戸
（棒状ハンドル）

(段差処理) 適 否
段差なし

(講じた措置)
ひさし設置

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
高さ80cmの手す
り設置

(講じた措置) 適 否
回り段ではない

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置、高さ５ｃｍ

(講じた措置) 適 否
色の明度をかえる
端部に突き出し等
なし

(講じた措置) 適 否
点状ブロック敷設

整備基準適合表（建築物）

1 出入口

ロ ⼾を設ける場合は、⾃動開閉⼜は⾞いす使
用者等が円滑に開閉して通過できる構造

ハ ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

(1) 建物出入口(直接
地上へ通ずる１以上の
出入口の構造)

イ 有効幅員90㎝以上

(2) 駐⾞場出入口(駐
⾞場へ通ずる１以上の
出入口の構造)
※(1)の建物出入口と駐⾞
場出入口が同じ場合は、
記入不要

イ 有効幅員90㎝以上

ロ ⼾を設ける場合は、⾃動開閉⼜は⾞いす使
用者等が円滑に開閉して通過できる構造

ハ ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

三重県 ○○市 ○○町 ○○番地

構造・階数

整備基準 整備内容

公共的施設
（特定施設）

延べ面積

主要用途

１階平面図
（A-３）
建具表
（A-9)

病院

の名称
○○病院

整備部分・
整備項目

１、２階平面図
（A-３、A-４）
建具表
（A-9）

２階平面図
（A-４）

仕上表（A-
2）、１階平面
図（A-３）

仕上表
（A-2）
１階平面図
（A-３）

ロ ⼾を設ける場合は、⾃動開閉⼜は⾞いす使
用者等が円滑に開閉して通過できる構造

ハ ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

ホ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明
度、色相⼜は彩度の差が大きいことにより段が
識別しやすく、かつ、段鼻の突き出しその他の
つまづきの原因となるものを設けない構造

ヘ 階段の上端に近接する廊下等及び踊り
場の部分に点状ブロック等の敷設

(2)段を設ける場合の段
の構造(3に定める構造)

イ 必要に応じて、降雨等の影響を少なく
するひさし⼜は屋根の設置

(4)建物出入口(直接地
上へ通ずる主な出入
口)

(1) 表面の仕上げは、滑りにくい材料
２ 廊下等

イ 高さ80㎝程度の手すりの設置

ロ 主な階段には、回り段の禁止

ハ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ニ 側面が壁でない場合は、立ち上げ等の
設置

(3) 利用室出入口(利
用室の１以上の出入口
の構造)

イ 有効幅員80㎝以上

(図)建具表又は平面図に有効幅員

を明示

（Q）有効幅員の測り方は、

１－１，２，３参照

(記)「戸の形状」と「取っ手の形状」を

記載、自動の場合はその旨記載

(図)建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（マ）回転扉のみは不可。

戸の前後の空間については

12ページ ハ※ 参照

取っ手の形状は

14ページの図参照

(記)段差無い場合は、「段差なし」

段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法を

明示

（Q）和室については、1-4参照

(記)利用室(客室、便所含む)の

出入口で最も狭い有効幅員を

記載し適否を判定

(記)風除室の室内側の戸について

は廊下の戸（適合表２（３）ハ）

に記載

(図)建具表又は平面図に全ての

利用室の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は、１－１，２，３参照

(記)整備内容が明示されている

図面名称と図面番号を記載

(記）すべての対象床仕上げを記入

防滑性について見解を記載

(図）すべての仕上げを明示

(マ)対象となる廊下等は１８ページ、

１９ページ参照（重要）

（Q）便所の通路は２－３,4参照

（マ）禁止の回り段は、22ページ ロ、

23ページ中段の図を参照

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）22ページ ニ 参照

（記）同一階での段が

該当する

（記）階と階をつなぐ段

は階段に該当する

ため、適合表３の

階段欄に記入する

（記）色の明度、色相又は彩度の差が

大きいいずれかを記載

つまづきの原因となる段鼻の

突き出し等がないことも記載

（図）色の違い、段鼻の形状について

明示

（マ）22ページ ホ、２３ページ下段の

図参照

記 載 例

（記）原則黄色。ただし、弱視者が認知しやすいよう、床材

との明度、色相、彩度、輝度比に配慮したものであれ

ば、基準に適合と判断

鋲状でも可であるが、水がかりの場所は滑りやすく

なるため注意

(図）点状ブロックの敷設位置、色を明示

（マ）21ページ上段参照

（Ｑ）色、形状については2-1参照

(図）手すり位置と高さを明示

（マ）手すり高さについては

20ページ参照

(記)行政庁記載欄につき、記載不要

(記)整備基準に対する適合状況に

ついて、該当する方に○を記載

該当しない項目は斜線を引く

（記）ひさしや屋根の設置は、雨天時

に傘の利用が困難な方に大変

有効なため、設置が望ましい

（適否の記入は不要）

（図）設置する場合は、図面にひさし

又は屋根を図示

（Q）建築物の整備基準の適用範囲はD-4参照

増築時の整備基準の適用範囲はD-1参照

仮設建築物の整備基準の適用はD-3参照

（マ）整備基準の適用部分は11ページ参照

(記)名称などは、原則、第３号様式と同じ

内容を記載

(記)整備内容は最も不利な部分に

ついて記載

（仕上材はすべて記載）

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 1 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(講じた措置) 適 否
廊下の末端、50m
以内に、直径
150cmの円のス
ペースを設置

ハ ⼾を設ける場合の当該⼾の構造
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
両開き戸
（レバーハンドル）

(講じた措置) 適 否
傾斜路設置

(講じた措置) 適 否
水平

(講じた措置) 適 否
出入口が視認でき
る受付で職員が常
時勤務しており、視
覚障がい者を誘導
する

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(こう配) 適 否
1/12

(高さ)       90 ㎝ 適 否
(踏幅)     150 ㎝
(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置
高さ５ｃｍ

(講じた措置) 適 否
高さ80cmの手す
りを設置

(仕上げ材) 適 否
モルタル刷毛引き
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
勾配部分と踊り場
等で色の明度を変
える

(講じた措置) 適 否

(5)  傾斜路及びその踊
り場の構造（教育施設
（用途面積が2,000㎡
以上の地方公共団体の
設置する小学校、中学
校、義務教育学校、高
等学校及び中等教育学
校並びに特別支援学校
を除く。）、各種学校
等、共同住宅等、事務
所、工場、⾃動⾞販売
施設等の⾃動⾞関連施
設、入所型の社会福祉
施設、保育所及び学童
保育所にあっては、イ
からトまでに定める構
造）

ロ ⾞いすが転回できる部分を廊下等の末
端及び50ｍ以内ごとに設置

(イ) 有効幅員80㎝以上

(ロ) ⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が円
滑に開閉して通過できる構造

ニ 高低差がある場合は、(5)の傾斜路及び
その踊り場⼜は特殊構造昇降機の設置
ホ １の出入口並びに４のエレベーター及び特
殊構造昇降機の出入口に接する部分を水平にす
ること。

(ｲ) こう配1／20以下の傾斜路の上端
に近接する廊下等及び踊り場の部分

(3) 建物出入口か
ら利用室等の各出入口
に至る経路、駐⾞場出
入口から利用室等の各
出入口に至る経路及び
利用室等の各出入口か
ら多機能便房を設けた
便所の出入口に至る経
路におけるそれぞれ1
以上の廊下等の構造

 視覚障がい者誘導用ブロック等の敷設⼜
は音声により視覚障がい者を誘導する装置
等の設置。ただし、建物出入口⼜は出入口
が視認できる場所において、常時勤務する
者が視覚障がい者を誘導できる場合等は、
この限りでない。

(4)  建物出入口から情報
提供を行う場所までの廊
下等（教育施設（用途面
積が2,000㎡以上の地方公
共団体の設置する小学
校、中学校、義務教育学
校、高等学校及び中等教
育学校並びに特別支援学
校を除く。）、各種学校
等、共同住宅等、事務
所、工場及び⾃動⾞販売
施設等の⾃動⾞関連施設
を除く。）

イ 有効幅員120㎝以上（段併設の場合
は、90㎝以上）
ロ こう配1／12（高さ16㎝以下の場合
は、1／8）を超えない構造
ハ 高さ75㎝以内ごとに踏幅150㎝以上の
踊り場の設置

イ 有効幅員120㎝以上

ニ 両側に立ち上げ等の設置

ホ 高さ80㎝程度の手すりの設置(高さ16㎝以
下、かつ、こう配1／12以下の傾斜路を除く。)

ヘ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ト 傾斜路の勾配部分は、踊り場及び廊下
等との色の明度、色相⼜は彩度の差が大き
いことにより識別がしやすい構造

チ 傾斜路の上端に近接する廊下等及び踊り場
の部分に点状ブロック等の敷設。ただし、次に
定める部分は、この限りでない。

(ﾛ) 高さ16㎝以下、かつ、こう配1／12以
下の傾斜路の上端に近接する廊下等及び踊
り場の部分
(ﾊ) 傾斜路と連続して手すりが設けら
れた踊り場の部分

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目
１、２階平面図
（A-３、A-４）
建具表
（A-9)

１階平面図
（A-３）

１階平面図
（A-３）

傾斜路の上端に点
状ブロックを敷設

(記)同一階を想定した

もので、階と階を

つなぐ段（階段）は、

該当しない。

（記）階と階をつなぐ

階段は、３へ記入

（Q）2-6 参照

(記)「戸の形状」と「取っ手の形状」を

記載、自動の場合はその旨記載

(図)各経路について建具表又は

平面図に戸の形状等を明示

（マ）戸の前後の空間については

12ページ ハ※ 参照

取っ手の形状は

14ページの図参照

(マ)対象となる廊下等は１８ページ、１９ページの

「確保が必要な経路」参照（重要）

利用室内における「廊下等」の考え方も要確認

(図)各経路に車いすが転回できる

スぺースを明示（（３）イが

150㎝以上の場合は明示不要）

(マ)２１ページ上段参照

(Q)廊下の延長が50m未満でも廊

下の末端には必要。2-7参照

（図）各経路について、建具表又は

平面図に廊下等に設けた

すべての戸の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は、１－１，２，３参照

(記)（５）の基準に適合する傾斜路を

設置する場合に適となる

(図)各経路で、傾斜路、特殊構造

昇降機を設置する場合は明示

（記）エレベーター、特殊構造昇降機

がない場合でも、建物及び利用

室の出入口について記載必要

（マ）戸の前後の空間については

12ページ ハ※ 参照

（マ）情報提供を行う場所や、ただし

書き適用は、１７ページ参照

なお、インターホン設置の場合

は、設置位置を認識できるよう、

点状ブロックを敷設すること

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)有効幅員を明示

(マ)21ページ下段参照

（Q）段併設については2-9参照

（マ）整備基準の対象となる傾斜路とは、

勾配が1/20（5%）を超えるもの

勾配が1/20以下のものは、基準の対象外

17ページ参照

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)各経路について、建具表又は

平面図に有効幅員を明示

(マ)20ページ下段参照

（Ｑ）便所の前室については

5-12,13

（図）勾配を明示。

（記）高さが75cm以下の場合は、

その高さを記載（踊り場不要

につき、踏幅は記入不要）。

（図）高さ、踏幅（奥行き）を明示

（Q）始点終点の平場については

2-8参照

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）１７ページ（５）二 参照

（Q）2-10参照

（図）手すりの位置、高さを明示

（記）すべての対象床仕上げを記入

防滑性について見解を記載

（図）仕上げを明示

（図）色について明示

（マ）18ページ ト 参照

（記）原則黄色。ただし、弱視者が

認知しやすいよう、床材との

明度、色相、彩度、輝度比に配慮

したものであれば、基準に適合

と判断。鋲状でも可であるが、

水がかりの場所は滑りやすくな

るため注意

(図）点状ブロックの敷設位置、色を

明示

（マ）21ページ中、下段参照

（Ｑ）色、形状については2-1参照

（図）ただし書により、敷設対象外

となる部分は、（イ）（ロ）（ハ）

のいずれであるかわかるよう

高さ、勾配、手すりなどを明示

（記）廊下の途中に設ける戸は、この欄

に記入

(記)風除室の室内側の戸もこの欄に記入

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 2 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(講じた措置) 適 否
高さ80cmの手す
り設置

(講じた措置) 適 否
折り返し階段

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置、高さ５ｃｍ

(講じた措置) 適 否
色の明度をかえる
端部に突き出し等
なし

(講じた措置) 適 否
廊下、踊り場の上端
に点状ブロックを敷
設

(設置数) 適 否

1 基

(位置) 適 否
エントランスホール
に設置

(有効寸法) 適 否
140 ㎝

(有効寸法) 適 否
135 ㎝

(講じた措置) 適 否
長方形

(講じた措置) 適 否
インジケータ―設置

(講じた措置) 適 否
インジケータ―設置

(講じた措置) 適 否
音声案内装置設置

(有効寸法) 適 否
80 ㎝

(高さ) 適 否
100 ㎝

(表示方法) 適 否
点字表示

(幅) 150 ㎝ 適 否
(奥行き) 150 ㎝
(講じた措置) 適 否
手すり設置

(形状)  平面鏡 適 否
(下端の高さ)

40 ㎝
(講じた措置) 適 否
音声案内装置設置

ト かご及び昇降路の出入口の有効幅員80
㎝以上
チ かご内及び乗降ロビーに⾞いす使用者
が利用しやすい位置に制御装置の設置

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

へ 階段の上端に近接する廊下等及び踊り場の
部分に点状ブロック等の敷設。ただし、段があ
る部分と連続して手すりが設けられた踊り場の
部分は、この限りでない。

(1)  ２以上の階を有し、用途面積2,000㎡以上の公共的施設（教育施設（地
方公共団体の設置する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教
育学校及び特別支援学校を除く。）、各種学校等、共同住宅等、事務所及
び工場を除く。）には、エレベーターの設置

４ 昇 降 機（エレベーター）

主な廊下等に近接して設置

ホ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明
度、色相⼜は彩度の差が大きいことにより段が
識別しやすく、かつ、段鼻の突き出しその他の
つまづきの原因となるものを設けない構造

ワ かご内⼜は乗降ロビーにかごの昇降方
向を音声で知らせる装置の設置

(2)  (1)に規定するエレ
ベーターの構造（入所
型の社会福祉施設に設
ける寝台用エレベー
ターにあっては、ロ及
びニからワまでに定め
る構造）

リ かご内及び乗降ロビーの制御装置（チ
を除く。）は、視覚障がい者の円滑な操作
が可能な構造（点字表示等）
ヌ 乗降ロビーの幅及び奥行きの寸法は、
それぞれ150㎝以上
ル かご内の側面に手すりの設置

ロ 主な階段には、回り段の禁止

ハ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ニ 側面が壁でない場合は、立ち上げ等の
設置

３ 階段
（教育施設（用途面積が
2,000㎡以上の地方公共団
体の設置する小学校、中
学校、義務教育学校、高
等学校及び中等教育学校
並びに特別支援学校を除
く。）、各種学校等、共
同住宅等、事務所、工
場、⾃動⾞販売施設等の
⾃動⾞関連施設、入所型
の社会福祉施設、保育所
及び学童保育所にあって
は、イからホまでに定め
る構造）

ロ かごの奥行き135㎝以上

ハ かごは⾞いすの転回に支障のない形状

ニ かご内に停止予定階及び現在位置を表
示する装置の設置

ホ 乗降ロビーに到着するかごの昇降方向
を表示する装置の設置

へ かご内に到着階並びにかご及び昇降路の出
入口の⼾の閉鎖を音声で知らせる装置の設置

イ 高さ80㎝程度の手すりの設置

ヲ かご内にかご及び昇降路の出入口の⼾
の開閉状態を確認できる鏡の設置

イ かごの幅140cm以上

仕上表
（Ａ-2）
１、２階平面図
（A-３、A-４）

１、２階平面図
（A-３、A-４）

エレベーター
詳細図（E-1）

（Q）階段の定義は3-1参照

（Q）階段の幅の基準はない。3-2参照

（マ）基準対象外の部分については

１１ページ箇条書き参照

（図）ただし書により、敷設対象外

となる踊り場は、手すりの連続

がわかるよう明示

（図）高さを明示した手すりを明示

（マ）禁止の回り段は、22ページ ロ、

23ページ中段の図を参照

(記）すべての対象床仕上げを記入

防滑性について見解を記載

(図）すべての仕上げを明示

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）22ページ ニ 参照

（記）色の明度、色相又は彩度の差が

大きいいずれかを記載

（記）つまづきの原因となる段鼻の

突き出し等がないことも記載

（図）色の違い、段鼻の形状について

明示

（マ）22ページ ホ、２３ページ下段の

図参照

（図）点状ブロックを図示。

（マ）２3ページ上段の図参照

（マ）主要となる動線上のわかりや

すい位置に設置。

24ページ（２）参照

（図）装置の設置を明示

（マ）24ページ ニ、ホ 参照

（図）装置の設置を明示

（マ）25ページ へ 参照

（図）制御装置の高さを明示

（マ）26ページの図参照

（図）乗降ロビーの寸法を明示。

（マ）２５ページ ヌ 参照

（図）手すりを明示

（マ）２７ページの図参照

手すりの高さは、75～85cm

程度

（図）装置の設置を明示

（マ）２５ページ ワ 参照

（記）平面鏡の場合の高さは、

下端40cm、上端150cm程度

（図）鏡の位置、設置高さを明示

（マ）２７ページの図参照

（Q）鏡の形状については4-2参照

（図）かごの寸法を明示

（図）出入口の有効幅員を明示

（図）表示方法を明示

（Q）4-1参照

（記）整備基準に適合する基数を

記載

（マ）基準対象外の部分は

１１ページ箇条書き参照

（Q）D-5参照

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 3 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(設置数) 適 否
 男子用
 女子用
 男女兼用 2

(十分な空間) 適 否
内接する円の直径

150 ㎝
便器の前方

120 ㎝

㎝

㎝
便器の前方

㎝

(設置設備) 適 否

(有効幅員) 適 否
80 ㎝

(イ)の場合
㎝

(ロ)の場合
㎝

(段差処理) 適 否
段差なし

(開閉方法) 適 否
引き込み戸
（棒状ハンドル）

(表示方法) 適 否
ピクトサインによる
表示

(高さ)    75 ㎝ 適 否
(下部空間の寸法)

65 ㎝
(2)  一般便所 (設置数) 適 否

 男子用  　２

 女子用  　２

(コンパクトタイプの場合)

１、２階平面図
（A-３、A-４）
便所詳細平面
図、展開図
（A-５）

ロ−1 出入口の有効幅員80㎝以上（コン
パクトタイプを除く）

(ﾛ) 便器の側面方向に出入口があり、
転回しながら進入する場合は、出入口
の有効幅員90cm以上

ロ−2 ⾞いす使用者に支障となる段の禁
止
ハ ⼾を設ける場合は、⾃動開閉⼜は⾞いす
使用者等が円滑に開閉して通過できる構造

ニ 出入口付近に多機能便房が設置されて
いる旨の表示

 不特定多数の者⼜は主として障がい者、高齢
者等が利用する便所を設ける場合は、次に定め
る構造及び設備を有する便所（多機能便房）を1
以上（男女用の区別があるときは、それぞれ1以
上）設置

（コンパクトタイプの場合）
(ｲ) 便器の正面方向に出入口があり、直進
で進入する場合は、便器の前方に120cm以
上の距離を確保

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

(1) 多機能便房
（用途面積300㎡未満
の公共的施設（公衆便
所を除く。）は、⾞い
す使用者が利用できる
空間を確保した便房
（以下「コンパクトタ
イプ」という。）とす
ることができる。）

(ﾛ) 便器の側面方向に出入口があり、転回
しながら進入する場合は、便房の奥行きを
120cm以上とし、便器の前方に140cm以上
の距離を確保
（ただし、便房の奥行きが150cm以上の場
合は便器の前方の距離は120cm以上とする
ことができる。）

５ 便   所

ホ 洗面器は、⾞いす使用者が利用しやす
い高さ及び下部に空間を確保した構造

（コンパクトタイプの場合）
(ｲ) 便器の正面方向に出入口があり、
直進で進入する場合は、出入口の有効
幅員80cm以上

 不特定多数の者⼜は主として障がい者、高齢
者等が利用する便所を設ける場合は、各便所に
手すり付き腰掛け便座を設けた便房を1以上（男
女用の区別があるときは、それぞれ1以上）設
置。ただし、当該便所内に(1)に定める構造の便
房を設ける場合は、この限りでない。

イ−1 ⾞いす使用者が利用できる十分な空間
（直径150cm以上の円が内接でき、かつ便器の
前方に120cm以上の距離があるもの（コンパク
トタイプを除く。））の確保

イ−2 設備機器類が適切な位置及び高さに配置
（設置設備）
(ｲ)腰掛け便座 (ﾛ)手すり（Ｌ字型手すり及び可
動式手すり）  (ﾊ)洗浄装置 (ﾆ)鏡 (ﾎ)洗面器
(ﾍ)操作容易な水栓器具 (ﾄ)非常通報装置 (ﾁ)
施錠装置 (ﾘ)ペーパーホルダー

(コンパクトタイプの場合)

(ﾛ)の場合 便房の奥行き

(ｲ)の場合 便器の前方

１階平面図
（A-３）、
便所詳細平面
図、展開図
（A-５）
建具表
（A-9）

(ｲ)、(ﾛ)、(ﾊ)、(ﾆ)、
(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾄ)、(ﾁ)、
(ﾘ)

（記）整備基準に適合する多機能

便房数を記載

（Q）設置の要否、設置位置について

は、5-1,2,3を参照

（記）用途面積300㎡未満の公共

的施設（公衆便所を除く）は、

コンパクトタイプとすること

ができる

（マ）３４ページの図参照

（図）内接する直径150cm以上の

円、その他寸法を明示

（マ）３１～34ページ図参照

（Ｑ）5-16参照

（記）イ～リ全て設置で適となります

（図）設置する設備を明示

（マ）設備の設置位置は、３１ページ、

３５ページの図を参照

（Q）洗浄装置の形状については

5-9参照

手すりについては5-10参照

非常通報装置の通知方法に

ついては、5-17参照

コンパクトタイプの場合につい

ては、5-１４，１５参照

（図）建具表又は平面図に出入口の

有効幅員を明示

（Q)前室空間については5-13参照

(記)段差無い場合は、「段差なし」

(記)段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法を

明示

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状

と取っ手の形状を記載、自動の

場合はその旨記載

(図)建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（記）便所の出入口付近に、備えら

れた設備、機能を示したピク

トサインを設置する

多機能便房の出入口付近にも

設置が望ましい

（図）表示方法及び表示位置を明示

（マ）30ページから３３ページ、３５

ページ参照

（記）整備基準に適合する一般便所数を記載

（記）１つの便房で１つの便所となる場合は

その便房に設置が必要

（図）手すり付き便房を明示

（Q)設置が必要な便所については、

5-4、5-6参照

（記）洗面器の高さは、

上端７5ｃｍ程度、下部空間

60～65cm程度

（図）洗面器の設置寸法を明示

（Q）洗面器については5-7、5-15

参照

該当しない項目は斜線を引く

（マ）多くの図で解説しています

30ページから３５ページ参照

（Q）多くのQ&Aがあります

５便所を参照

該当しない項目は斜線を引く

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 4 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(3)  男子用小便器 (設置数) 適 否
1

(便器形式)

(構造) 適 否

(構造) 適 否
レバー式

(設置数) 適 否
1

(設置数) 適 否
 男子用
 女子用
 多機能    １
(設置数) 適 否
 男子用
 女子用
 多機能    １
(表示方法) 適 否

(設置数) 適 否
 男子用
 女子用
 多機能    １

(設置設備) 適 否
汚物流し設置

(表示方法) 適 否

(設置設備等)

ロ 乳幼児ベッド等を1以上設置。
ただし、便所以外におむつ替えのできる場
所を設ける場合は、この限りでない。

ハ 便房及び便所の出入口付近に乳幼児い
す等⼜は乳幼児ベッド等が設置されている
旨の表示
 不特定多数の者⼜は主として障がい者、高齢
者等が利用する便所を設ける場合で、高齢者、
障がい者等の移動等の円滑化の促進に関する法
律（平成18年法律第91号）第14条第1項の規定
の適用を受けるとき並びに用途面積が2,000㎡以
上の地方公共団体の設置する高等学校及び中等
教育学校（後期課程に限る。）は、次に定める
オストメイトのための洗浄設備のある便房を1以
上（男女用の区別があるときは、それぞれ1以
上）設置

ピクトサインによる
表示

ピクトサインによる
表示

(ｲ)、(ﾛ)、(ﾊ)、(ﾆ)、
(ﾎ)、(ﾍ)、(ﾄ)、(ﾁ)

１階平面図
（A-３）
便所詳細平面
図、展開図
（A-５）

１階平面図
（A-３）
便所詳細平面
図、展開図
（A-５）

ロ レバー式、光感知式等容易に操作でき
る水栓器具の設置
 不特定多数の者⼜は主として障がい者、高齢
者等が利用する便所を設ける場合は、次に定め
る構造の便所を1以上(男女用の区別があるとき
は、それぞれ1以上)設置

イ 乳幼児いす等のある便房を1以上設置

１、２階平面図
（A-３、A-４）
便所詳細平面
図、展開図
（A-５）

イ カウンター埋込み式⼜は手すりの設
置。ただし、多機能便房内に設けられた洗
面器は、この限りでない。

 不特定多数の者⼜は主として障がい者、
高齢者等が利用する男子用小便器を設ける
場合は、両側手すり付きの床置式小便器、
壁掛式小便器（受け口の高さが35㎝以下の
ものに限る。）その他これに類する小便器
を1以上設置

(4) 便所内の洗面器の
構造

(5) 便所内の乳幼児い
す等及び乳幼児ベッド
等（用途面積2,000㎡
以上の官公庁施設、医
療施設、社会福祉施設
（⺟子福祉施設、⺟子
健康センター及び保健
センターに限る。）、
商業施設（遊技施設を
除く。）、文化施設、
体育施設、宿泊施設⼜
は集会施設の便所）

(6) オストメイト対応
の設備

イ 汚物流し（既存便所の改修を行う場合
等で構造上やむを得ないときは、簡易洗浄
装置とすることができる。）を設置
ロ 便房及び便所の出入口付近にオストメ
イト対応の設備が設置されている旨の表示

ハ 設置されることが望ましい設備等
(ｲ)温水シャワー付き水栓器具
(ﾛ)手荷物棚 (ﾊ)衣服を掛けるためのフッ
ク (ﾆ)大きめの汚物入れ (ﾎ)姿見用鏡
(ﾍ)ペーパーホルダー (ﾄ)石けん水入れ
(ﾁ)チェンジングボード⼜は大人用介護ベッ
トなど着替えをするための台

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

両側手すり付きの
壁掛式（受け口の高
さ35cm以下）

カウンター埋込み式

（図）両側手すりを明示

床置式若しくは壁掛式（受け

口高さ35cm以下）であるこ

とを明示

（マ）３５ページの図参照

（記）整備基準に適合する洗面器の

設置が必要で、設置がない場合

は否となる

（図）洗面器の構造（カウンター埋込

み式又は手すり設置）を明示

（マ）29ページ参照

（Q）5-7参照

（図）レバー式、光感知式等の水栓器

具の種類を明示

（記）設置が望ましい基準であるが、

オストメイトの人や便所利用に

介助が必要な人に配慮して

可能な限り設置（適否の記入

は不要）。

（図）設置する設備を明示

（記）便房と便所の両方の出入口付

近に、備えられた設備、機能を

示したピクトサインを設置する

（図）表示方法及び表示位置を明示

（マ）30ページから３３ページ、３５

ページ参照

（記）便房と便所の両方の出入口付

近に、備えられた設備、機能を

示したピクトサインを設置する

（図）表示方法及び表示位置を明示

（マ）30ページから３３ページ、３５

ページ参照

（記）乳幼児いす等を設置した数を

記載

（図）乳幼児いす等を明示

（図）汚物流しを明示

（記）整備基準に適合する乳幼児いす、

乳幼児ベッド等が設置されてい

る便所の数を記載

（記）不特定多数の人が利用し、又は

主として障がい者、高齢者等が

利用する居室がある場合は、そ

の階に設置することが望ましい

（記）乳幼児ベッド等を設置した数を

記載

（図）乳幼児ベッド等を明示

（記）オストメイト対応の設備がある

便房数を記載

（Ｑ）便器と兼用型については、

5-18参照

（記）整備基準に適合する小便器数

を記載

（記）幼児用は基準対象外

（Q）5-5参照

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 5 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(仕上げ材) 適 否
磁器質タイル
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
高さ80cmの手す
り設置
(講じた措置) 適 否
直階段

(仕上げ材) 適 否
磁器質タイル
防滑性あり
(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置、高さ５ｃｍ

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否
細目グレーチング設
置

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(講じた措置) 適 否
50m以内に、直径
150cmの円のス
ペースを設置

ハ ⼾を設ける場合の⼾の構造
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
両開き戸（レバーハ
ンドル）

(講じた措置) 適 否
傾斜路設置

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(講じた措置) 適 否
50m以内に、直径
150cmの円のス
ペースを設置

ハ ⼾を設ける場合の⼾の構造
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
両開き戸（レバーハ
ンドル）

(講じた措置) 適 否
傾斜路設置

(講じた措置)
ひさし設置

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

(5) 建物出入口から道
等に至る1以上の敷地
内の通路（共同住宅
等、事務所、工場及び
⾃動⾞販売施設等の⾃
動⾞関連施設を除
く。）

イ 用途面積が2,000㎡以上の公共的施設には、
視覚障がい者誘導用ブロック等の敷設⼜は音声
により視覚障がい者を誘導する装置等の設置

ロ ⾞路に接する部分並びに傾斜路及び段の上
端に近接する敷地内の通路及び踊り場の部分に
点状ブロック等の敷設。ただし、次に定める部
分は、この限りでない。

(ｲ) こう配1／20以下の傾斜路の上端に近接
する敷地内の通路及び踊り場の部分

(ﾊ) 段がある部分⼜は傾斜路と連続して手す
りが設けられた踊り場の部分

(ﾛ) 高さ16㎝以下、かつ、こう配1／12以下
の傾斜路の上端に近接する敷地内の通路及
び踊り場の部分

(イ) 有効幅員80㎝以上

ニ 高低差がある場合は、(6)の傾斜路及び
その踊り場⼜は特殊構造昇降機の設置

ニ 高低差がある場合は、(6)の傾斜路及び
その踊り場⼜は特殊構造昇降機の設置

色の明度をかえる、
端部に突き出し等
なし

配置図
（A-1）
外構図
(A-11)

視覚障がい者誘導
用ブロックを敷設

(ロ) ⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が円
滑に開閉して通過できる構造

(4)-1 建物出入口から
道等に至る1以上の敷
地内の通路

(3)  通路を横断する排水溝等には、つえ、⾞いすのキャスター等が
落ち込まない溝ふたの設置

イ 有効幅員120㎝以上

ロ ⾞いすが転回できる部分を50ｍ以内ご
とに設置

ロ 主な階段には、回り段の禁止

ハ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ニ 側面が壁でない場合は、立ち上げ等の設置

イ 高さ80㎝程度の手すりの設置

６ 敷地内の通路
(1)  表面の仕上げは、滑りにくい材料

ホ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明
度、色相⼜は彩度の差が大きいことにより段が
識別しやすく、かつ、段鼻の突き出しその他の
つまづきの原因となるものを設けない構造

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

(2) 段を設ける場合の
段の構造（3のイから
ホまでに定める構造）

(4)-2 建物出入口から
⾞いす使用者用駐⾞区
画に至る1以上の敷地
内の通路

車路に接する部分、
傾斜路の上端に点
状ブロック等の敷設

ホ 必要に応じて、降雨等の影響を少なく
するひさし⼜は屋根の設置

ロ ⾞いすが転回できる部分を50ｍ以内ご
とに設置

(イ) 有効幅員80㎝以上

(ロ) ⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が円
滑に開閉して通過できる構造

イ 有効幅員120㎝以上

（記）すべての対象床仕上げを記載

防滑性について見解を記載

（Q）滑りにくい仕上げについては

6-6参照（重要）

（図）すべての仕上げを明示

（マ）禁止の回り段は、22ページ ロ、

23ページ中段の図を参照

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）22ページ ニ 参照

（記）色の明度、色相又は彩度の差が

大きいいずれかを記載

（記）つまづきの原因となる段鼻の

突き出し等がないことも記載

（図）色の違い、段鼻の形状について

明示

（マ）22ページ ホ、２３ページ下段の

図参照

（図）高さを明示した手すりを明示

(記)不特定多数の人が利用する又は主として障がい者、高齢者等が利用する敷地内通路

が複数ある場合、(1)、(2)、(3)、(6)の規定については、原則として、すべての当該

敷地内通路が対象となる。

（記）(４)、(５)の規定については、１以上の敷地内通路の適合が必要。

（記）開口部分が小さなものや間隔

等が狭い溝ふたを設置。

（図）講じた措置を明示。

（記）車いすが転回できるスペースは、

直径150cm以上の円や

140cm×170cm以上の

スペース

（図）転回スペースを明示（（４）-1イ

が150㎝以上の場合は明記

不要）

（図）配置図又は外構図に戸の有効

幅員を明示

（Q）有効幅員は、1-1,2,3参照

(記)（６）の基準に適合傾斜路を設置

する場合に適となる

(図)傾斜路、特殊構造昇降機を設置

する場合は明示

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)経路、路面レベル、有効幅員を

明示

（Q）6-7参照

(記)「戸の形状」と「取っ手の形状」を

記載、自動の場合はその旨記載

(図)建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（マ）戸の前後の空間については

12ページ ハ※ 参照

取っ手の形状は

14ページの図参照

（記）ひさしや屋根の設置は、雨天時

に傘の利用が困難な方に大変

有効なため、設置が望ましい

（適否の記入は不要）

（図）設置する場合は、図面にひさし

又は屋根を図示

（記）敷地進入口に設置する門扉

を含め、敷地内通路上に戸

を設置する場合に記載

(図）誘導用ブロック又は音声誘導装

置の設置を明示

（Q）6-2,7参照

（図）点状ブロックを明示

（マ）ただし書きの（ｲ)から(ﾛ)を満た

しても、車路に接する部分への

点状ブロックの敷設は必要

（Q）車路と接する部分については

6-4,7参照

（マ）36ページ（４)参照

ただし書きの地形の

特殊性により著しく

困難な場合に該当す

るかは事前に協議す

ること

（Ｑ）Ｄ-2参照

（記）車いす使用者駐車

区画から建物出入

口まで、車路を通

らなくてよい位置

になるべく配置。

やむを得ず車路部

分と兼ねる場合は、

安全性に十分配慮

したものにする

（記）（４）－１が適用除外

の場合であっても

(4)-2の通路は除

外されない

（記）視覚障がい者の

移動円滑化につい

ての項目

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 6 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(勾配) 適 否
1/15

(高さ) 適 否
80 ㎝

(踏幅)
150 ㎝

(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置、
高さ5ｃｍ

(仕上げ材) 適 否
モルタル刷毛引き
防滑性あり

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

７ 駐 ⾞ 場
(設置数) 適 否

区画

(講じた措置) 適 否

(1区画幅員) 適 否
㎝

(講じた措置) 適 否

(設置数) 適 否
3 区画

(講じた措置) 適 否
出入口に一番近い
位置に設置

(1区画幅員) 適 否
350 ㎝

(講じた措置) 適 否
平坦、アスファルト
舗装

(標示方法) 適 否
立て看板設置

(高さ)
150 ㎝

(標示方法) 適 否
立て看板設置

(高さ)
150 ㎝

(講じた措置)
屋根設置

勾配部分と踊り場
等で色の明度を変
える

配置図（A-1）
スロープ詳細
図（A-６）

配置図
（A-1）
外構図
（A-11）

ロ 区画幅員350㎝以上

二
千
平
方
メ
ー
ト
ル
未
満
の

公
共
的
施
設
に
三
十
台
未
満
の

駐
⾞
区
画
を
設
け
る
場
合

(6) 傾斜路及びその踊
り場の構造

イ 2の(5)のイからニまで及びヘに定める
構造

(ｲ) 有効幅員120㎝以上（段併設の場
合は、90㎝以上）
(ﾛ) こう配1／12（高さ16㎝以下の場
合は、1／8）を超えない構造
(ﾊ) 高さ75㎝以内ごとに踏幅150㎝
以上の踊り場の設置

(ﾆ) 両側に立ち上げ等の設置

(ﾎ) 表面の仕上げは、滑りにくい
材料

ロ 高さ80㎝程度の手すりの設置（高さ16
㎝以下、かつ、こう配1／12以下⼜はこう
配1／20以下の傾斜路を除く。）

整備部分・ 整備基準整備項目

ハ 床面は、平坦とし、水はけ
の良い構造
 次に定める構造の⾞いす使用
者用駐⾞区画を1以上設置
イ 建物出入口に最も近い位置
に設置

ロ 区画幅員350㎝以上

ハ 床面は、平坦とし、水はけ
の良い構造

ニ ⾞いす使用者用駐⾞区画で
あることを立て看板等見やすい
方法により標示

ホ 道等から駐⾞場に至る主な
出入口付近に⾞いす使用者用駐
⾞区画の位置を標示、⼜は位置
ヘ誘導する立て看板の設置
へ 必要に応じて、降雨等の影
響を少なくするひさし⼜は屋根
の設置

二
千
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
公
共
的
施
設

⼜
は
三
十
台
以
上
の
駐
⾞
区
画
を
設
け
る
場
合

ハ 傾斜路の勾配部分は、踊り場及び敷地
内の通路との色の明度、色相⼜は彩度の差
が大きいことにより識別しやすい構造

(1) ⾞いす使用者用駐
⾞区画の設置

 次に定める構造の⾞いす使用
者用駐⾞区画を1以上設置
イ 建物出入口に最も近い位置
に設置

高さ80cmの手す
りを設置

整備内容

（記）屋外の傾斜路は、雨天等を考慮

し勾配を1/15以下とすること

が望ましい

（図）勾配を明示

（Q）整備基準の対象となる傾斜路とは、

勾配が1/20（5%）を超えるもの

勾配1/20以下は基準の対象外

6-5参照

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)経路、有効幅員を明示

(マ)21ページ下段参照

（記）高さが75cm以下の場合は、

その高さを記載（踊り場不要

につき、踏幅記入不要）

（図）高さ、踏幅を明示

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）１７ページ（５）二 参照

（図）手すりの位置、高さを明示

（マ）３７ページ ハ 参照

（図）色について明示

（記）すべての対象仕上げを記載

防滑性について見解を記載

（Q）滑りにくい仕上げについては

6-6参照（重要）

（図）すべての仕上げを明示

（記）整備基準に適合する車いす使用

者用駐車区画の設置数を記載

（Q）共同住宅の区画については

7-4参照

（マ）機械式自動車車庫の内部は

基準対象外（外部は対象）

１１ページ箇条書き参照

（図）区画幅員を明示

（マ）区画の設置位置、区画から

出入口までの経路については、

38ページ イ 参照

（Q）7-2,3 も参照

（図）仕上げ等を明示

（Q）7-5参照

（図）標示方法、位置、高さを明示

（Q）標示の方法、固定方法について

は、7-1,6参照

（マ）立て看板の設置例は

39ページのA図参照

（図）標示方法、位置、高さを明示

（マ）立て看板の設置例は

39ページのB図参照

（記）ひさしや屋根の設置は、雨天時

に傘の利用が困難な方に大変

有効なため、設置が望ましい

（適否の記入は不要）

（図）設置する場合は、図面にひさし

又は屋根を図示

・該当しない項目は斜線を引く。

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 7 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(仕上げ材) 適 否
アスファルト舗装
防滑性あり

ロ 段を設ける場合の段の構造
(講じた措置) 適 否
高さ80cmの手す
り設置

(講じた措置) 適 否
直階段

(仕上げ材) 適 否
モルタル刷毛引き
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置、高さ5cm

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否
細目グレーチング設
置

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(講じた措置) 適 否
50m以内に、直径
150cmの円のス
ペースを設置

(有効幅員) 適 否
80 ㎝

(開閉方法) 適 否
両開き戸
（レバーハンドル）

(講じた措置) 適 否
傾斜路設置

チ 傾斜路及びその踊り場の構造
(有効幅員) 適 否

120 ㎝
(勾配) 適 否

1/15

(高さ) 適 否
80 ㎝

(踏幅)
150 ㎝

(講じた措置) 適 否
立ち上げ設置
高さ5ｃｍ

(仕上げ材) 適 否
モルタル刷毛引き
防滑性あり

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

(講じた措置)
屋根設置

配置図
（A-1）
建具表
（A-9）

色の明度をかえる
端部に突き出し等
なし

高さ80cmの手す
りを設置

勾配部分と踊り場
等で色の明度を変
える

(ﾆ) 両側に立ち上げ等の設置

(ﾎ) 表面の仕上げは、滑りにくい材料

(ﾍ) 高さ80㎝程度の手すりの設置（高さ16
㎝以下、かつ、こう配1／12以下⼜はこう配
1／20以下の傾斜路を除く。）
(ﾄ) 傾斜路の勾配部分は、踊り場及び敷地
内の通路との色の明度、色相⼜は彩度の差
が大きいことにより識別しやすい構造

リ 必要に応じて、降雨等の影響を少なく
するひさし⼜は屋根の設置

ホ ⾞いすが転回できる部分を50ｍ以内ご
とに設置

へ ⼾を設ける場合の⼾の構造
(ｲ) 有効幅員80㎝以上

(ﾛ) ⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が円
滑に開閉して通過できる構造

ト 高低差がある場合は、傾斜路及びその
踊り場⼜は特殊構造昇降機の設置

(ｲ) 有効幅員120㎝以上（段併設の場
合は、90㎝以上）

(2) ⾞いす使用者用駐
⾞区画に至る駐⾞場内
の通路

(ﾛ) こう配1／12（高さ16㎝以下の場
合は1／8）を超えない構造
(ﾊ) 高さ75㎝以内ごとに踏幅150㎝以
上の踊り場の設置

イ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

(ｲ) 高さ80㎝程度の手すりの設置

(ﾛ) 主な階段には、回り段の禁止

(ﾊ) 表面の仕上げは、滑りにくい材料

(ﾆ) 側面が壁でない場合は、立ち上げ
等の設置
(ﾎ) 踏面の端部とその周囲の部分との色の
明度、色相⼜は彩度の差が大きいことによ
り段が識別しやすく、かつ、段鼻の突き出
しその他のつまづきの原因となるものを設
けない構造

ハ 通路を横断する排水溝等には、つえ、⾞い
すのキャスター等が落ち込まない溝ふたの設置

ニ 有効幅員120㎝以上

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

（記）防滑性について見解を記載

（Q）滑りにくい仕上げについては

6-6参照（重要）

（図）仕上げを明示

（マ）禁止の回り段は、22ページ ロ、

23ページ中段の図を参照

（図）立ち上げを明示

（マ）22ページ ニ 参照

（記）色の明度、色相又は彩度の差が

大きいいずれかを記載

（記）つまづきの原因となる段鼻の

突き出し等がないことも記載

（図）色の違い、段鼻の形状について

明示

（マ）22ページ ホ、２３ページ下段の

図参照

（図）手すりの位置、高さを明示

（記）開口部分が小さなものや間隔

等が狭い溝ふたを設置。

（図）講じた措置を明示。

（記）車いすが転回できるスペースは、

直径150cm以上の円や

140cm×170cm以上の

スペース

（図）転回スペースを明示（（２）ホが

150㎝以上の場合は明示不要）

（図）建具表又は配置図に戸の有効

幅員を明示

（Q）有効幅員は、1-1,2,3参照

(記)（チ）の基準に適合する傾斜路を

設置する場合に適となる

(図)傾斜路、特殊構造昇降機を設置

する場合は明示

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)経路、路面レベル、有効幅員を

明示

(記)「戸の形状」と「取っ手の形状」を

記載、自動の場合はその旨記載

(図)建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（マ）戸の前後の空間については

12ページ ハ※ 参照

取っ手の形状は

14ページの図参照

（記）屋外の傾斜路は、雨天等を考慮

し勾配を1/15以下とすること

が望ましい

（図）勾配を明示

(記)手すりを設置した場合は、

手すりの内側の寸法

(図)経路、有効幅員を明示

(マ)21ページ下段参照

（記）高さが75cm以下の場合は、

その高さを記載（踊り場不要

につき、踏幅記入不要）

（図）高さ、踏幅を明示

（図）立ち上げ、高さを明示

（マ）１７ページ（５）二 参照

（図）手すりの位置、高さを明示

（図）色について明示

（マ）３７ページ ハ 参照

（記）防滑性について見解を記載

（Q）滑りにくい仕上げについては

6-6参照（重要）

（図）仕上げを明示

（記）ひさしや屋根の設置は、雨天時

に傘の利用が困難な方に大変

有効なため、設置が望ましい

（適否に関係はしない）

（図）設置する場合は、図面にひさし

又は屋根を図示

（記）６（４）-2とは異なる出入口から異なる車いす使用者用駐車区画への経路がある場合

公共の用に供する自動車車庫で車庫の内部通路がある場合（立体駐車場など）

駐車場のある敷地内に利用室等がない場合（整備マニュアル18ページの経路５）

などで記載が必要

６（４）-2の経路を記載済みで、他に経路がない場合は、この（２）欄は記入不要で、その場合は斜線を引く

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 8 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(設置数) 適 否
　男子用　　　１

　女子用　　　１

イ 脱衣室及び浴室の出入口
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
引き戸
（棒状ハンドル）

(段差処理) 適 否
段差なし

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
手すり設置

(設置数)10か所 適 否
(型式)レバー式

(設置数) 適 否
ｼｬﾜｰ室　男子用 １

　  　    女子用 １

イ 更衣室⼜はシャワー室の出入口
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
引き戸（棒状ハンド
ル）

(段差処理) 適 否
段差なし

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
手すり設置

(設置数)6か所 適 否
(型式)レバー式

(設置数) 適 否
2 室

イ 客室の出入口
(有効幅員) 適 否

80 ㎝
(開閉方法) 適 否
開き戸（レバーハン
ドル）

(段差処理) 適 否
段差なし

ロ 室内の便所の構造
(十分な空間) 適 否
内接する円の直径

150 ㎝
便器の前方

120 ㎝
(設置設備)

 次に定める構造の客室を客室の総数に百分の
一を乗じて得た数（その数に1未満の端数がある
ときは、その端数を切り上げた数）以上設置

(ｲ)⾞いす使用者が利用できる十分な空間
（直径150cm以上の円が内接でき、かつ便
器の前方に120cm以上の距離があるもの）
の確保並びに設備機器類が適切な位置及び
高さに配置
（設置設備）
①腰掛け便座 ②手すり（Ｌ字型手すり及
び可動式手すり） ③洗浄装置 ④鏡 ⑤
洗面器 ⑥操作容易な水栓器具 ⑦非常通
報装置 ⑧施錠装置 ⑨ペーパーホルダー

(ﾊ) ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

ロ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ハ 障がい者、高齢者等が利用しやすいよう手
すり等の設置
ニ 容易に操作できる水栓器具の設置

 浴室を設ける場合は、1以上（男女用の
区別があるときは、それぞれ１以上）の浴
室は、次に定める構造

(ｲ) 有効幅員80㎝以上

整備部分・ 整備基準整備項目
８   浴室
 用途面積1,000  ㎡以上
の医療施設、社会福祉施
設、宿泊施設及び公衆浴
場

10 客室
 50室以上の客室を有す
る宿泊施設

９ 更衣室⼜はシャワー
室
 用途面積1,000㎡以上の
体育施設

 更衣室⼜はシャワー室を設ける場合は、1以上
（男女用の区別があるときは、それぞれ1以上）
の更衣室⼜はシャワー室は、次に定める構造

(ｲ) 有効幅員80㎝以上

(ﾛ) ⼾は、⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が
円滑に開閉して通過できる構造

(ﾊ) ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

ロ 表面の仕上げは、滑りにくい材料

ハ 障がい者、高齢者等が利用しやすいよう手
すり等の設置

ニ 容易に操作できる水栓器具の設置

(ｲ) 有効幅員80㎝以上

(ﾛ) ⼾は、⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が
円滑に開閉して通過できる構造

(ﾊ) ⾞いす使用者に支障となる段の禁止

(ﾛ) ⼾は、⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等が
円滑に開閉して通過できる構造

整備内容

１階平面図
（A-３）
建具表
（A-9）

１階平面図
（A-３）
建具表
（A-9）

①、②、③、④、⑤、
⑥、⑦、⑧、⑨

１、２階平面図
（A-３、A-４）
客室平面詳細
図（A-７）
建具表
（A-9）

（記）整備基準に適合する浴室の

設置数を記載

男女用の区分がある場合は、

区分別に設置数を記載

（記）脱衣室、浴室で最も狭い有効幅員を

記載し、適否を判定

（図）建具表又は平面図に全ての利用室の

有効幅員を明示

（Q）有効幅員は1-1,2,3参照

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状と取っ手の

形状を記載、自動の場合はその旨記載

（マ）開き戸形式の場合は、戸の前後に車いす

使用者が直進でき、方向転換できる

スペースを設置。40ページ イ（ロ）参照

(図)建具表又は平面図に戸の形状等を明示 （記）段差無い場合は、「段差なし」

（記）段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法を

明示

（記）防滑性について記載。

（図）仕上げ材を明示。

（マ）仕上げ材の注意点は

40ページ ロ 参照

（図）手すりの設置位置を明示

（マ）設置箇所については

40ページ ハ 参照

（図）容易に操作できる水栓器具で

あることがわかるように明示

（マ）設置上の配慮については

40ページ ニ 参照

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状と

取っ手の形状を記載、

自動の場合はその旨記載

（マ）開き戸形式の場合は、戸の前後

に車いす使用者が直進でき、方

向転換できるスペースを設置。

42ページ イ（ロ） 参照

(図)建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（記）段差無い場合は、「段差なし」

（記）段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法明示

（図）手すりをの位置を明示

（マ）設置箇所は42ページ ハ、

43ページの図を参照

（図）容易に操作できる水栓器具で

あることがわかるように明示

（マ）設置上の配慮については

42ページ ニ 参照

（記）整備基準に適合する更衣室、

シャワー室の設置数を記載

男女用の区分がある場合は、

区分別に設置数を記載

（記）更衣室、ｼｬﾜｰ室で最も狭い有効

幅員を記載し、適否を判定

（図）建具表又は平面図に全ての

利用室の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は1-1,2,3参照

（記）防滑性について記載

（図）仕上げ材を明示

（マ）仕上げ材の注意点は

42ページ ロ 参照

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状と

取っ手の形状を記載、

自動の場合はその旨記載

（マ）引き戸が望ましいが、構造上

設置できない場合は、開き戸

とし、戸の前後に車いす使用者

が転回できるスペースを設置

44ページ イ（ロ） 参照

（図）建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（記）段差無い場合は、「段差なし」

（記）段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法明示

（図）建具表又は平面図に全ての

利用室の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は、1-1,2,3参照

（図）設置する設備を明示

（マ）設備の設置位置は、３１ページ、

３５ページの図を参照

（Q）洗浄装置の形状については

5-9参照

非常通報装置の通知方法に

ついては、5-17参照

（図）内接する直径150cm以上の

円、その他寸法を明示

（記）整備基準に適合する客室数を記載

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 9 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(有効幅員) 適 否
80 ㎝

(段差処理)
段差なし

(開閉方法) 適 否

ハ 室内の浴室の構造
(講じた措置) 適 否
非常通報装置設置

(ﾛ) ８に定める構造
① 脱衣室及び浴室の出入口

(有効幅員) 適 否
80 ㎝

(開閉方法) 適 否
引き戸
（棒状ハンドル）

(段差処理) 適 否
段差なし

(仕上げ材) 適 否
ビニル床シート
防滑性あり

(講じた措置) 適 否
手すり設置

(設置数)２か所 適 否
(型式)レバー式

(室内面積) 適 否
40 ㎡

(設置数)   １ 適 否
(型式)音声付き

フラッシュライト

11 授乳場所等 (設置場所)
１階トイレ横

(設置設備)

(設置数) 適 否
4 席

(設置数) 適 否
席

(設置数) 適 否
4 席

(幅)     85 ㎝ 適 否
(奥行き)   120 ㎝
(講じた措置) 適 否
正面に腰壁、側面に
手すりを設置

(講じた措置) 適 否
有効幅１２０ｃｍ
傾斜路設置

(講じた措置) 適 否
有効幅１２０ｃｍ
傾斜路設置

(ﾛ) 出入口⼜は⾞いす使用者用観覧席
等から舞台等に至る経路

 公共的施設には、必要に応じて、円滑に授乳
及びおむつ替えができる場所を1以上設置
（設置設備）
(ｲ) 乳幼児いす等、乳幼児ベッド等 (ﾛ) 給湯設
備 (ﾊ) 洗面器⼜は流し台(ﾆ) 大きめの汚物入れ
(ﾎ) 出入口付近に授乳場所等である旨の表示

12  観覧席及び客席
 娯楽施設、体育施設及
び集会施設

イ 固定式の観覧席等を設ける場合は、次
に定める構造の⾞いす使用者用観覧席等の
設置

(ｲ) 観覧席等が100席以上400席以下の
場合（2席以上）
(ﾛ) 観覧席等が400席を超える場合（2
席以上10席）

ロ 幅85㎝以上、奥行き120㎝以上（1席当
たり）
ハ 観覧席等の正面及び側面に腰壁、手す
り等の設置

④  容易に操作できる水栓器具の設
置

ニ ⾞いす使用者が円滑に利用できる十分
な面積の確保
ホ 視覚障がい者及び聴覚障がい者に配慮した
音声、光等による非常警報装置の設置

(ﾊ) ⼾を設ける場合は、⾃動開閉⼜は
⾞いす使用者等が円滑に開閉して通過
できる構造

(ｲ) 非常通報装置の設置

ニ ⾞いす使用者が円滑に到達できる1以
上の経路の確保

(ｲ) 出入口から⾞いす使用者用観覧席
等に至る経路

有効幅員80㎝以上

⼾は、⾃動開閉⼜は⾞いす使用者等
が円滑に開閉して通過できる構造

⾞いす使用者に支障となる段の
禁止

②  表面の仕上げは、滑りにくい材
料

③  障がい者、高齢者等が利用しや
すいよう手すり等の設置

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目
(ﾛ) 出入口の有効幅員80㎝以上、か
つ、⾞いす使用者に支障となる段の禁
止

１、２階平面図
（A-３、A-４）

(ｲ)、(ﾛ)、(ﾊ)、(ﾆ)、
(ﾎ)

客室平面詳細
図（A-７）
建具表
（A-9）

１階平面図
（A-３）
授乳室詳細図
（A-８）

引き戸
（棒状ハンドル）

（記）段差無い場合は、「段差なし」

（記）段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法を

明示

（図）建具表又は平面図に全ての

利用室の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は、1-1,2,3参照

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状

と取っ手の形状を記載、自動の

場合はその旨記載

（図）建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（記）段差無い場合は、「段差なし

（記）段差が１～２cm程度で、すりつ

け処理された場合は可

（図）床レベル、段差処理の方法を

明示

（図）建具表又は平面図に全ての

利用室の有効幅員を明示

（Q）有効幅員は、1-1,2,3参照

(記)開き戸、引き戸等の戸の形状と

取っ手の形状を記載、

自動の場合はその旨記載

（マ）開き戸形式の場合は、戸の前後

に車いす使用者が直進でき、

方向転換できるスペースを設置

40ページ イ（ロ）参照

（図）建具表又は平面図に戸の形状

等を明示

（記）防滑性について記載。

（図）仕上げ材を明示。

（マ）仕上げ材の注意点は

40ページ ロ 参照

（図）手すりの設置位置を明示

（マ）設置箇所については

40ページ ハ 参照

（図）容易に操作できる水栓器具で

あることがわかるように明示

（マ）設置上の配慮については

40ページ ニ 参照

（記）面積の基準はないが、車いす

使用者が円滑に利用できるよう

に通路幅や回転スペースを確保

した室空間とする

（記）視覚又は振動による伝達装置

（光、文字表示など）を設置。

（記）出入口は、ベビーカーごと入る

ことができるように配慮

（マ）設置上の配慮は４６ページ、

４７ページ 参照

（記）400席を超えるときは、２席に

席数200席（200席に満たない

場合は200席とする）ごとに１席

を加えた席数以上（その席数が

10席を超える場合は10席）

例）750席の場合

→400席＋200席＋150席

↓ ↓ ↓

２席 １席 １席

→４席以上必要

（図）経路、有効幅員、傾斜路、

床レベル明示

（マ）通路の確保、傾斜路や昇降機

などの設置については

48ページ ハ、４９ページ参照

（図）設置する設備を明示

（記）整備基準に適合する観覧席等

（イ）、（ロ）の合計を記載

（図）適合する席の位置、寸法を明示

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 10 



整備基準適合表（建築物）記載例・留意事項

記載図面の 適合 ※
名称及び番号 状況 判定

(設置箇所) 適 否

(高さ) 適 否
70 ㎝

(床面からの高さ) 適 否
65 ㎝

(奥行き)
45 ㎝

(設置箇所) 適 否

出口に一番近い位
置

(有効幅員) 適 否
120 ㎝

(講じた措置) 適 否
段差なし、水平、防滑

(設置数) 適 否
2

(有効幅員) 適 否
90 ㎝

(講じた措置) 適 否
段差なし、水平、防滑

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否
段差なし

(講じた措置) 適 否
またぐ必要のない
構造

(設置場所)
玄関ホール

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

(講じた措置) 適 否

(講じた措置)
案内用図記号で表
示

(2) 非常口の屋内から屋外に至る主要な避
難通路には、段差の禁止
(3) 防⽕⼾に附帯するくぐり⼾下部は、ま
たぐ必要のない構造

16 案内板  案内板を設ける場合は、次に定める構造

イ 位置、高さ、文字の大きさ、色彩等は、障
がい者、高齢者等が見やすく理解しやすいよう
に配慮

ロ 点字による表記、文字等の浮き彫り、音に
よる案内等により視覚障がい者が円滑に利用で
きる構造。ただし、案内所、案内設備等によ
り、視覚障がい者への情報提供が支障なく行わ
れる場合⼜は教育施設（用途面積が2,000㎡以上
の地方公共団体の設置する小学校、中学校、義
務教育学校、高等学校及び中等教育学校並びに
特別支援学校を除く。）、各種学校等、共同住
宅等、事務所、工場及び⾃動⾞販売施設等の⾃
動⾞関連施設に案内板を設ける場合においてハ 多機能便房のある便所、エレベーターその
他の昇降機⼜は⾞いす使用者用駐⾞区画を設け
る場合は、その位置を表示

ニ 必要に応じて、ローマ字⼜は絵による
表示

(2) レジカウンターを設ける場合は、1以上
のレジカウンターは、次に定める構造

イ 有効幅員80㎝以上

ロ ⾞いす使用者が円滑に通過できる
構造

 改札口を設ける場合は、1以上の改札口
は、次に定める構造

15 避難設備
（緊急時の設備）

14 改札口
 入場券等の検査⼜は取
集めを行う場所

(1) ⾃動⽕災報知設備及び誘導灯を設ける
場合は、視覚障がい者及び聴覚障がい者に
配慮した音声、光等による非常警報装置の
設置

イ 有効幅員80㎝以上

ロ ⾞いす使用者が円滑に通過できる構造

ハ 案内窓口（券売機）から改札口に至る
通路に視覚障がい者誘導用ブロック等の敷
設

13 カウンター等
（カウンター、記載台、
公衆電話台等）

(1) カウンター等を設ける場合は、⾞いす
使用者に配慮したカウンター等を１以上設
置

イ カウンター等の高さ

ロ 下部には、⾞いすで接近しやすい
空間を確保（床面から65㎝程度、奥行
き45㎝程度）

整備部分・ 整備基準 整備内容整備項目

事務室前の受付部
分

１階平面図
（A-３）

１階平面図
（A-３）

１階平面図
（A-３）

１階平面図
（A-３）、
案内板詳細図
（A-１０）

音声装置と点滅装
置を設置

案内板の中心高さ
135cm、文字は角
ゴシック体、明度差
を大きく

視覚障がい者誘導
ブロック敷設

多機能便房、エレ
ベーター、車いす使
用者用駐車区画の
位置を表示

音声案内装置を設
置

（図）各寸法を明示

（マ）各寸法は

50ページの図を参照

（図）有効幅員を明示

（マ）51ページ 下段の図参照

（Q）13-2参照

（記）段差がなく、水平であること

防滑性について見解を記載

（図）床レベル、講じた措置を明示

（マ）レジカウンターの寸法、配慮

が必要な内容については

51ページ下段の図参照

（記）整備基準に適合する改札口の

設置数を記載

（記）「公共交通機関の施設」

の基準適用を受ける改札

以外が対象で、映画館、

劇場、体育施設等の改札

が対象

（記）基準は80cm以上であるが、

通りやすいのは、90cm以上

（図）有効幅員を明示

（記）段差がなく、水平であること

防滑性について見解を記載

（図）床レベル、講じた措置を明示

（図）講じた措置を明示

（記）避難階の主要な避難経路は

段差を設けない

（図）床レベル、講じた措置を明示

（Q）15-1参照

（記）整備基準に適合するカウンター

を記載

（図）カウンターを明示

(Q)主に書類への記入等で使用

するカウンターを想定

13-1,2参照

（記）整備基準に適合する

レジカウンターを記載

（図）レジカウンターを図示。

（記）有効幅員は車いすが通れる

80cm以上が望ましい。

（図）講じた措置を明示

（Q）自火報、誘導等の両方の設置

義務がある場合に基準適合

を求めています 15-2参照

（図）設置した装置と設置位置を明示

（マ）必要な配慮は54ページ（１)、

55ページの図を参照

（記）施設全体を配置図や

平面図で表し、位置

関係を案内したもの

が対象（階ごとの簡

易な案内や文字のみ

の案内は対象外）

（記）設置がない場合は、

対象外のため斜線を

引く

（記）整備基準に適合する案内板を

記載

（図）案内板の設置位置を明示

（図）設置する案内板、講じた措置を

明示

（マ）案内板の位置、高さなどの例は

57ページ参照

（マ）文字は、大きく太い文字書体（ゴ

シック体）が望ましい

図色と地色の明度差、彩度差を

大きくするとともに、色覚に

特性のある人や白内障の人に

も見えやすい色の組み合わせに

配慮。56ページ参照

（図）点字による表記や音声案内装

置の設置など、講じた措置を

明示

（図）設置する案内板を明示

（マ）表示の配慮事項については

５６ページ ニ 参照

(記)適合表記載内容の注意点
(図)図面に明示が必要な事項
(マ)整備マニュアル参照ページ
(Ｑ)質疑応答集の参照項 11 
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±0

便所(女)

便所(男)

±0

レジレジレジレジレジ

2,400

サービスカウンター

±0

±0 ±0

±0

1
,
5
0
0

1,500

敷地内通路を明示

バックヤード

(基準適用外)

※誘導ブロックは黄色とする

風除室

駐輪場

屋根

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

2
,
0
0
0

1,200

2,000 1,600 2,500

3,500

6
,
0
0
0

便所詳細図

レジカウンター詳細図 展開図

記載例図

±0

有効幅員

1,500

1,500

有効幅員 900

±0

1,500

1,800
有効幅員

有効幅員 1,800

床： 磁器質タイル(防滑)

アスファルト舗装

カラーアスファルト舗装

※グレーチングは細目、 防滑とする。

自動車後部からの乗降に

チェック項目

　 □　 敷地内通路、 廊下、 回転スペースの有効寸法を明示

　 ■　 基準適用外の部分もユニバーサルデザインに努めてください

　 □　 整備基準対象範囲と対象外範囲を明示(平面図等)

　 □　 誘導ブロックの色、 位置を明示(配置図、 平面図等)

　 □　 床、 路面のレベル、 勾配を明示(配置図、 平面図等)

　 □　 床、 路面の仕上げが分かる図面を添付(仕上表等)

　 □　 建具の構造、 有効幅員が分かる図面を添付(建具表等)

　 　 　 (配置図、 平面図等)

　 □　 便所の適合状況が分かる図面を添付(平面図、 展開図等)

　 □　 屋根、 庇設置の場合は図面に明示(配置図等)

　 　 　 の適合状況の分かる図面を添付(整備基準が適用されるもの)

　 □　 敷地内通路の位置、 有効幅員を明示(配置図等) 　 □　 段、 階段、 傾斜路がある場合は、 位置、 寸法、 色、

　 　 　 手すり、 点状ブロックが分かる図面を添付(平面詳細図等）

協議申請で適合であっても、 図面に記載がないために現場施工に反映されず不適合となることがあります。

これを防止するため、 規則別表第３明示すべき事項にない内容も記載しています。

±0

±0
多機能
便所

±0

(物品販売店舗)

車いす使用者用駐車区画

車いす使用者用

(柱上部に設置)
駐車区画を表す看板

整備基準が適用される部分を明示(通路幅150㎝以上の場合は記入不要)

(通路幅150㎝以上の場合は記入不要)

　 □　 駐車場、 Ｅ Ｖ 、 段差解消機、 浴室、 更衣室・ シャワー室、 客室、

書類等への記載を行う場合は

段差を設けない

配慮し前方に看板設置

カウンターの詳細図も添付

屋根

2,500以上

　　　授乳場所、観覧席・客席、カウンター、改札口、避難設備、案内板等

1
,
3
0
0

の位置を表す看板


